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要旨

助産学実習における継続事例実習の実態調査を行い効果的な方法について示唆を得る

ことを目的とした。平成 24年 4月現在助産師教育を実施している大学院、大学、大学専

攻科・別科、短期大学、専門学校の計 164校の助産学担当者を対象に平成 23年度の継続

実習状況について調査用紙を郵送した。結果は、回収数(回収率%)が大学院 2(20.0)、

大学部 (38.8)、専攻科8(40.0)、短期大学 3(50.0)、専門学校 21(48.8)、合計67(40.9) 

であった。継続実習未実施は大学 5校 (15.2%)のみであった。事例数は 2例以上が大学

院 100%、大学 12.1%、専攻科・短期大学・専門学校 21.9%であった。受持ち開始は妊娠

中期が、それぞれ 50.0%、18.2%、53.1%で、あった。抵娠中の保健指導はすべての教育機

関で 5回前後実施していた。各教育機関は妊娠期の保健指導を重視し、分娩期の待機体制

を整備して分娩介助実習を行い、産樟期のケアと家庭訪問ができるようにしていた。また

課題は実習施設および継続実習対象者の確保、教員不足であった。大学における継続実習

の有無と卒業時の到達度には統計的な有意差がなかった。背景として妊娠期の保健指導を

複数の事例で行い、分娩介助事例の産祷期を受持つ等の工夫が行われていたことが考えら

れた。

キーワ}ド:助産師教育継続事例実習 実態調査

Abstract 

The p開 sentstudy aimed to survey practical tr出血ngus担gcontinuous c嗣 estudies 

during mid'制品rypractica in order加 obt出nsuggestio回晶'1'e艶 ctivemethods of 

implementing midwifery studies. A questionnaire survey :regarding the 

implementation of practical t:raining using continuous case studies in acade皿icyear 

2011 was sent to the person :responsible品l'midwifery studies at 164 schools， including 

g:raduate schools， universities， postg:raduate progra酷 s(one-year programs)， junior 

colle宮es，担ldvocational schools. that provided盟idwi島町education飽 ofApril 2012. A 

total of 67 responses仕掛ponsel'a飴， 40.9弘，)wel'e received fro田 2g:raduate schools 

(response ra知書 20.0弘)， 33 universities (38.8幼， 8p08培raduateprogra拙 s(40.0%)， 3 
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抑制orcolleges (50.0制， and 21 vocational 8chools (48.8%). Practical tr部副ngus田g

cont泊uouscase studies w拙 implementedat all educational institutions except for 5 

(15.2%) universities. 'l¥vo or皿orecontinuous case studies were followed at 100% of 

graduate schools; 12.1% of universities; and 21.9% of postgraduate progJ.'a盟s，junior 
colleges， and vocational schools， and students began caring品rthese c拙 esfro臨 the

se∞nd trimes胎r01 p曲 gnancyat 50.0%， 18.2%， and 53.1% of these institutions， 

respectively. All educational institutions provided prenatal health guidance around 5 

times. All educational institutions prioritized prenatal health guidance; had an orγcall 

system島rlabor and taught practica in delivery assis儲nce;and were able to provide 

pue:rpera1 care and home討si踊.Issues comprised油印鑑.cienttea(刻 ngsta茸 and

dぜficultysecuring fac卦ities加 conductpractical主rainingand cases to serve制

continuous case studies. No significant出fferenceswere observed in the level of 

achievement at graduation between universities with and without practical training 

using continuOU8 case studies. This lack of di宜erencewas likely due to the 

i盟 ple盟 entationof鵬拙U即，ssuch槌 providingprenatal health guidance加盟ultiple

cases and assisting in labor during the puerperal period. 

Key words:臨 idwiferyeduca伽 n，practical training using continuous c栂 estudies， 

survey 

1.はじめに

平成 21年の保健師助産師看護師法(以下

保助看法)およひ宥護師等の人材確保の促進

に関する法律の一部故正により保健輔および

助産師の基礎教育における就業年鰻が怖か

月以上Jから f1年以上jに延長された。さ

らに修業年限の延長に{軒、保健師助産師看護

師学校義成所指定繍u(以下指定臓のが一

部改正され、平成 23年より馳産師教育の実

週単位は9から 11単位に、総単位数が 23か

ら 28単位に増えた。継続事例実習(以下継

続実習)は保助看法「看護師等養成所の運営

に関する指導要領J(以下指導要鱒の f別表2

助産師教育の基材恰考え方、留意点等j に

おいて「実習期間中に妊娠中期から産後1か

月まで継続して受持つ実習を 1例以上行うJ

とされている。具体的には「継続したかかわ

りの中で信頼関係を築きあげ、医療者側の視

点だけで北く受ける側の視点をも認識し、心

理・社会的なアセスメントや支援するカを高

める内容とし、妊撮期や産揮期・新生児期の

アセスメントや支援を行う能力を強化するj

(看護基礎教育の充実に関する検討会白報告書，

2007)内容となっている。平成 14年から 15

年にかけて行われた全国助産輔教育協議会

(以下、金助協)の「大学・短大専攻科・専

門学校における助産自市教育の実態と分娩介

助・継続事例実習指針その 1J(江幡ら、 2007)

において助産学実習の実態が明らかにされた。

継続実習に関しては、「短大専攻科・専門学校

の約 1割、大学の約2割以上糊鞍鰍l受持

ち実習をしていなかったんまた、その2(渡

謹ら、2007)では、学生の到達状況において

「教育課種にかかわらず、『分娩期~W産樽期』

『薪生児期』に比較し、『妊脹期Jr女性のラ

イブステージ各期』の到達状視が低しサ頃向に

ある」と述べている。

継続実習の教育的意義について増本 (2004)

は、 f良好な人間関保を基盤に継続的・個別的

なケアが必要であることを学ぶ」ことであり、

)1 I島 (2∞3)は f継続して同じ妊婦さんと向

き合うことで学生自身が自分白身と向き合う

状況になることjであると述べている。荒木

ら (2010)は継続受持ち事事者の面接調査を行
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い、学生は助産師として必要な fそばにいて

寄り添うJケアを行い、「知識とスキノレJを提

供する「姿勢・態度」を学んでいると述べて

いる。また中島ら (2009)は新人助産師の視

座から分娩介助と継続実習の課題について

「産婦に寄り謡うケアの大切さを経験させ、

助産師からの助言が受けられる実習環境の調

整Jが課題であるとしている。

看護基礎教育の充実に関する検討会報告書

留∞7)では、現行の実習時間数で鐘続実習

を行うことが困難であり、分娩介助実習の実

習環境整備や指導体制の確保などの課題が指

摘されているα しかし教育機関を対象とした

継新諜習の内容に関する調査は、全助協の調

査以来実施されていない。そのため本研究で

は継続実習の現状と課題について調査し、今

後の継続実習への示唆を得ることを目的とす

る。

用語の定義については、渡遺ら(2，∞7)が行

った全助協の調査では、妊娠区分を f妊娠初

期Jr妊娠中期JJ声劫辰後期Jを用いているが、

本研究では、酎詩人科用語集・用語解説集(日

本産婦人科学会編、 2∞'8)の「妊娠初期Jr妊
娠中期jr妊撮末期jを用いた。

n.研究方法

1.調査対象

平成24年 4月 1日現在助産師教育機関を

実施している大学院10校、 4年制大学(以下

大学)85校、大学専攻科・別科(以下専攻科)

20校、短期大学専攻科(以下短大)6校、専

門学校 43校、合計 164校とした。回答はい

ずれも助産学担当教員に依頼した。

2.調査期間

平成24年 7月 1日'"'-'8月 31日

3.調査方法

各学校の助産学担当教員(以下教員)tこ調査

に関する依頼文書と寵査票および返信用封筒

を郵送し、田容を戟頼した

4.調査内容

1)基本属性

教育機関の種類、学生数

2)平成23年度における継続実習内容

継続事制実習の実擁の有無と受持ち事例数、

初経産別内訳、受持ち開始時の時期、合致辰中

の保健指導回数、継続事例の分娩介助時期、

受持ち終了時期河実習上の課題、実習上の工

夫についてなどである。

3)卒業時の到達度

「看護基礎教育の内容と方法に関する検討

会第一次報告J(2010)の「助産師教育の卒

業時の到達自轄と到達度jより f娃嬢期の診

断とケアj、「分娩期の診断とケアJ、「産祷期

の診断とケア」と「出産・育児期の家族ケアJ

のうち出生前診断、異常分娩、ハイリスクの

ケア等を除いた項目と、独自で作成した[継

続的なケアj を追加した。到達度は r1 :φ 

しの助言で自立してできるJf II :指導のもと

でできるJfm:多くの助言のもとでできる」

の3段階とした。

5.分析方法

助産師教育の教育機関は、修業年限によっ

て大学院、大学、専攻科・別科・専門学校の

3分類にして分析した。基本属性と継続実習

については単純諜計および基本統計量より中

央値を用いた。事官時鞠子ソフトはSPSSver.17

を用い、有意水準は 5%未満とした。継続実

習の課題と工夫については設問ごとに回答を

カテゴリー化してアフターコーディングした。

6.倫理的配慮

調査は匿名で行い、回答の返送をもって同

意したものとした。当研究は奈良県立医科大

学の医の倫理審査(番号517)の承認を得た。

砥結果

1.調査票の回収数・国級事

調査票の回甑数，回収率は、大学院 2校
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(20.0ちも)、大学 33校 (38.酌的、専攻科 8

校 (40.0%)、短大3校 (50.01刻、専門学校

21 校 (48.8~も)、合計 67 校 (40.9判)であっ

た。

2.教育機関車i学生数と離続実習内容

学生数の中央値は、大学院 18.5入、大学7

入、専攻科・短大・専門学校は 19人で、あっ

た。

継続事例案習は、大学部校のうち 5校

(15，2弘)が実施していなかったG その範の

教育機関はすべて実施していた。事例数は、

1例が大学24校(72忠弘)、専攻科・短大 a 専

門学校 25校(78.1%)で、あった。 2例以上i士、

宮(1001湖、大学4校 (12.1則、

専攻科・専門学校7校 (21.吉弘)であった。

受持ち事例内訳は、すべての学校で「初経

産いずれも可Jが最も多く、大学院 2校

仕掛i.O特)、大学問校 (60.6略)、専攻科 e

短大・専門学校は20校 (62.5恰)であった。

次に「初産婦jが大学 6校 (18.2%)、専攻

科 e短大 a 専門学校 12校 (37.5弘)であっ

た。受持ち時開始時期は、妊娠中期が、大学

院 1校 (50.0拡)、大学6校 (18.2鵠}、専攻

科・短大'専門朝交17，投 (53.1'ゆであり、

末期はそれぞれ、 1校(50<7も)、大学 19校

(57.6払)、 13校 (40.6%)で、あった。また

妊娠中の保健指導回数の中央髄は大学院 5.8

図、大学生5菌、専攻科想覧Ij科・専門学校 5

回で、あった。

継続事例の分娩介助時期は、 1・3例目が、

大学院 1校 (50.0%)、大学 4校 (12.0%)、

専攻科・短大 e 専門学校 5校(15.6%)であ

りj喝朗自はそれぞれO(酔母、15校(45.4拐に

17校 (53.1%)、7例目以上はそれぞれ 1校

(50.0%)、2校 (6.1%)、9校 (28.1%)で

あった。また時期を決めていないのは大学が

2校体i幼だけであったG 受持ち終了時期

は、全ての特交で 1か月舘詰までが最もさ多か

った{表的。
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3.卒業時の到達度

到達度は「少しの助言でできるj を r1J

に、「指導のもとでできるJと「多くの指導の

もとでできる」を rOJ として集計し、各時

期別に中央値を算出した。 次iこマンホイット

ニーの U換定を用いて継続実習の脊鰯Ijに

各時期の{直に差があるかを分析した。未実施

は大学だけで、あったため実施校 28校と未実

施校5校について検定を行った。その結果「妊

娠期Jr分換期Jr産揮期Jr新生児期Jr家臨

ケアJr雑報ケアJ全ての項目に統詐学的な有

意差はみられなかった(表 2)。

4.未実撞校における継続実習に代わる実習

内容の工夫

来実範枝の記述内容は、 f軽掃外来、前産院

実習で撞数事例の看護屡開J、「妊娠初期から

かかわり妊婦健診と保健指導を行うJ、「分娩

介助事伊jを退院まで受持つJr分娩介助事例の

1か月鍵訟に立ち会わであった。

5.継続実習で工夫していること

実施校の記述内容からカテゴリ}を[j ~、

コードを[ ]内に記載する。

軽鞍期段、4つカテゴリーと 42のコードが

抽出された。そのうち『保闘鱒の実施』が

30(71.4弘)と最も多かった。次に『対象者の

選定』が 6(14.3%)であり、次いで、『妊婦家庭

訪問~ 4伯忠弘)、『指導体鞘~ 2(4.島号1.)であっ

た。

:$減免期は、3つのカテゴリーと悼のコード

が抽出された。『分娩待機体制』が 20(46.5%) 

と最も多く、次いで、『実習時間の調整J
12(27崎明母、『対象者を鍾先したケアJ
11(25.6枯〉で、あった。

産祷期は4つ『カテゴリー』と 61の[コー

ド]が抽出された。『家庭訪問の実施』が 20

(32.8%)で最も多く、次いで『産捧期のケアJ
17 (27.9特)、『実習時間の調整.~ 13(剖 .3%)、

『産後 1 か月鰭診~11(18.註%)であった〈表説。
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6.継続実習を実施する上での課題

実習施設の課題は 3つのカテゴリーと 35

のコードが抽出された。そのうち『実習施設

の確保~ 17(48.6%)が最も多く、次いで『実

習施設の方針・実習の条件{叫が 14(30.00/0)、
f指導者不足』に関しては4(11.4%)であった。

教育機関の課題は 3つのカテゴリーと 38

のコ}ドが抽出された。『教員が不足』

19(50.0%)が最も多く、次いで『実習時間の

確保:J12(31.6%)、『教員の負担J7(18.都品}で

あった。

継続事例に関する課題は、 2つのカテゴリ

ーと 26のコードが抽出された。その内容は

『対象者の確保j!17(65.3%)と『対象者の同

意j試34.紛であった(表載。

N.考察

本研究において教育機関別に継続事例実習

の現裁を譲査した結果、大学の15.2私以外は

継続実習を実施していた。しかし実施校と未

実施校の到達度には差がみられなかった。未

実施校は、継続実習に代わる実習形態として、

実習内容を勉長期の複数事例の看護展開や分

娩介勅事関的産標期を受持ち、学習成果が上

がるように工夫をしていた。その結果差がみ

られなかったと推察された。

1.継続実習の現状

全助協の調査では大学の未実施率は21.掛ら
で、あったが、本調査では 15.2%と低下した。

この背景には保助看法改正により、実習単位

および総単位数が増加して実習時間が確保さ

れやすくなったと推察される。

継続事例数は、 2事例が大学院が 1∞%で

あった。大学は12.1%、専攻科・短大・専門

学校は21.9%であったo 全助協の調査と比較

すると 2事例を受持っている割合は大学は変

化なく、専攻科 e短大・専門学校は35.6%か

ら21.9%に誠治、していた。指導要領では f妊

娠中から産後1か月まで報載して受持つ実習

を1例以上行うj としている。調査結果の専

攻科*短大・専門学校の2事例の受持ちが滅

少した理由は不明であるが、事例確保に関す

る課題があると推察される。

事例の内訳は「初産婦jが大学、専攻科・

短大・専門学校において 20"'-'40%を占めてい

た。「初経産いずれも可」はいす守もの教育機関

でも 60拡を超え、大学院は 1割削であった。

多くの教育機関は、継続事例が初経産にかか

わらず受持ち対象者としていた。事例の初経

産に関する考え方は、教育機関の方針にもよ

るが、背景には離続実習の事例を確保するこ

とに課題があると推察される。

受持ち開始時期は、大学院と専攻科・短大・

専門学校は、妊娠中期と蹴辰末期の開始がほ

ぼ半数ずつであったが、大学は妊娠末期開始

が57.酬もであった。生駒協の調査結果の調査

その2(渡謹ら， 2007)でも「いずれの課程

も女卦辰中期からの開始が多いが、大学の 3割

は妊娠後期からJであったが、本調査では 5

割を超えていた。背景には妊賑中期からの継

続事例の確保に困難があると推察される。

また保健指導回数の中央値は、いずれの教

育機関も 5回前後であった。「母性、手L幼児

に対する健鹿診査及び保健指導に関する実施

についてJ(車生労偶者児童家庭鯖発第 934
号、1関6)に定義されている「受けるべき健

康診査及び保健指導等の回数Jをもとに保健

指導回数を算出すると妊娠中期から分娩予定

日まで時間以上である。末期から受持つと 5

'"'-'8回程度となる。本調査では噂攻科.71IJ科・

専門学校は中期からの開始が末期よりも多く、

大学は末期からの開始が多いが、保健指導回

数はいずれも 5回前後となっているo 近年助

産外来の開設に伴い駒産量師による妊婦健静や

保健指導が重視されているが、学生が実施で

きるかどうかは施設の状況や指導体制によっ

て異なる。また医師主導の産科外来での実習

撞設では学生の実擁はさらに難しくなると考

えられる。

増本 (2∞4)は受持ち時期について「受け

持ち開始が掛長末期であり、娃娠期の援助が

ほとんど分娩準錆教育となるので、生活状況

を把握することが難しかったのではないかJ
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と述べている。荒木ら (2010)も f妊掻中期

には受け持ちが開始できるよう実習環境を整

えることで、信頼関係が構築され『寄りそう

ケア』が展開できるのではないかJと妊娠中

期開始の重要性を述べている。

継続事樹の分韓舟草告が師樹自治斗こついて、

大学院は 1'""V3例目と 7例以上が 50<1らずつで

あ、ったが、大学、専攻科・短大@専門学校は

4~6 例目が最も多く 40'"印私で、あった。増

田ら (200呂)時分娩分崩技箭の時期間習持状

況について flO例という隈られた分韓分駒数

の中で、学生は段階的に分娩介助技術を習得

レ亡し五た」と述べている。また実践能力につ

いて大詰ら(2012)は恰例目までは多くの項

告で彊f立に詳髄平地点、が上昇していたが、

8-10例目では上昇がゆるくなっていたj と

報告している。調機事例の分娩介助が、分娩

介助実習の何例目にあたるのかは、教育機関

の方針や対象事偶の選定、離続以外的分雄介

助のタイミングなど議々な要因iこ翼手饗される

と考えられる。

2.継続実習実施上の工夫と課題

目安卦長類的工夫

『保鰭指導を実施』が最も多く、その内容

は、[指導時間の確保と調整]、[必ず保健指導

する]、[前もって指導準構をする}、[保健指導

回数を多くする}、{パースプランや対象者の

ニーズに即したケアh的提供]で、あっすら教員は、

証賑期の保健指導の機会を重視していると考

えられた。継続実習の『対象者の選定』は、陵

持ちを早めに]選定し、{マタニテイクラスで

学生を紹分}する等があった。受持ちを早く選

定するために、出産準錆教室の機会を利用し

ていた。妊娠期に『妊婦家庭訪問』を行って

いる教育機関もあったoW指導体制』は[学生

と教員が?ンツーマン体制で行う}、{可能な

躍り学生に付誌い指導者との連携を国る}で

あった。これらのことから教員は註続期には

保健指導や家庭訪関といった実習の機会をと

らえて学習を強化し、妊嬢経過を詑躍して対

象者のニーズにも誌ったケアができるよう指
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導体制を工夫していることがうかがえたの

合致長期は、学生が妊婦の静察技術を習得し、

継続事例の個別性に合った保健指導を展開で、

きる機会である。福丸ら (201ω らは「総じ

て{臨IJ性の高い保健闘炎や支援を肯定的に評

錯し、主卦瞬麦期には場産師学生と打ち解けて

話ができる関係性を構築していたj と述べて

いる。また荒木ら (2010)は f妊娠中から継

続して関わっていた学生が出産に立会うこと

が事輔にとっては安a心感、 i詰患につ訟がって

いたj と娃捺の継続的関わりの重要性に触れ

ている。対象者の選定及び妊娠期に行われる

保健指導は、継続事例との関係構築にも重要

な意義があると考える。

2)分娩期の工夫

『分娩待機体制』が最も多く、その内容は、

[入院時から受持つ]、{学生と教員がマンツー

マン体輔で行分、 E夜開・土曜自曜日も指導

にあたる]などであったc 教員が学生と共に、

分娩介助の機会を逃さず待機体制をとってい

ると考えられたの『実習時間の調整』について

は、待機体制にかかわる実習時間の調整を行

っていることが推察される。また挽粛には

妊娠期と同様に、『対象者を罷先したケア』を

行っていた。この内容には融続事例の分娩介

助を優先して行う]とあり、教員は学生が妊賑

期から離続的にかかわってきた産婦の分騒を

重視していることが推察できる。全助協の

Webによる助産師教育に関する基礎データ

集計結果(平成 25年度実方的よると分娩介助

実習の時間帯は「平日および士宮・祝日を含

む 24時開体舗での実習jが最も多かった。

また「教員の実習指導体制Jは「日勤帯およ

び学生の進度状況で土日夜間はONコーノレ体

制でjが最も多かった。全崩壊の基礎データ

集計結果は分娩介助実習であり継続実習だけ

を取り出したものではないが、本調査の結果

と需様に教員も学生iこ寄や謀って指導体制を

とっていることが推察された。

od 
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3)藍捧期の工夫

産棒期i士、『家寵訪問の実施』と『産樗期の

ケア~ w実習時間の調整』で、あった。「助産師

教育におけるミニマム・リクアイアメンツ」

(2012)において家庭訪問は、出産・育児期の

家擦のケアとして位霞づけられている。学生

l士、退院後の新生児の発育状態をアセスメン

トし家庭での育児の状況から自己の保健指導

を評価することができる。また学生は、産祷

入院期開中に、権構的ケアや保捷指導iこかか

わる機会をもっ。産権経過や新生児の胎外適

応過程に関するアセスメント、育児技術・母

乳晴育・愛着形成の支援な2>が可能である。

継続事併の受持ち終了時期は、産後 1か月健

診までとする教育機関が多かったが、教員詰

『産後 1 か月健診~ Iこ学生が立ち会うことが

できるようにしていた。教員が学生の高断捷実

習を総揺する機会として重視していると推察

された。

4)継続実習を行う上での課題

実習施設に関する課題の 1つ目i土、『実習

施設の確保』であり、その内容はi確保が商難]、

{撞設が違いlであった。立つ自位、 F実習主主設

の方針や実習条件』であり、{実習期間が醸定

されるI、能婦健診、産後の家庭訪問は不可]

などであった。 3つ目は、『指導者不足』であ

った。出生数齢、に{半う麗鱈譲植設の韓首iJ，>.

閉鎖などから実習施設の確保が難しいと考え

られる。「大学における看護系人材養成の在り

方に関する検討会最終報告J(文部科学省、

2011)において大学の急増に伴う実習施設確

保の臨難、教員的不思額肉が指輔されているQ

大学に限らずすべての教育機関でも実習施設

確保は大きな課題である。また日本看護協会

「助産実習の受け入れに関する全国調査J(岩

鐸、 2012)によると f助産実習の受け入れに

は、分娩件数と指導する常勤助産額数が重要

であるJと述べている。 rs.畏られた人的資撫で

助産実習を行うためには、教育機関と実習受

け入れ箱設の双方の協力が不可欠であるj と

している。

教育機関に関する一課題l土、『教員が不足Jが
最も多く、次iこ『実習時間の確保』、『教員の

負担』で、あった。内容は、[カリキュラムの関

係上京封辰期のかかわりが難しし司、{カリキュ

ラムの開館_1::，継続実習の時間撞保が難しい]

等で、あった。『教員の負担』は[指導の負担が

大きし4、[実習施設が遠し守などで、あった。全

域J協の助産師教育課手部IJデータベースによる

と、平均教員数は、大学院が 8.8入、{也の諜

麓は2.7'"""'3.7人であった括部品年}。教員の過

重労織は、高田 (2013)、教員数の不足は倉

本 (2013)も指摘しており、特に継続実習は

受持ち期間が長く教員の負担が大きいことが

推潤される。

実習対象者に関ずる課題;士、『対象者の礎捺』

で、あった。内容は[ハイリスクが多く対象の確

保が難しい]、[実習期間内には対象者が少な

し司、 s減免件数の減少}であった。継続事例は

正首経過の註産轄揺が露関であるが、事棋の

通!o要件段各教育機関の取り決めによると考

える。継続実習だけでなく分娩介助に関して、

出生数の減少、帝王切開率の増加、ハイリス

ク妊婦や高齢初産婦が増加している社会的背

景を考えても対象者の確採は大きな諜題であ

る。楢原ら (2加のは「ハイリスク分娩が多

い施設では、正常分娩の確保は実習期間内に

難しい状況jについて述べている。堀内(2007)

は馳産学実習に関して f挫産掃の意識の変化

から分娩介駒実習への同意も持られにくい状

況になっていることからも、実習環境・指導

体制の確保がより一層重要であるJと述べて

し九る。

3.継続来実施大学における現時点での卒業

時の到達度

継続実習の有無にかかわらず、到達度に統

計的な有輩、差は無かった。未実習校は、継続

実習に代わるものとして、妊振期の保樹旨導

を複数の事部で行い、分娩:分勃事闘の産揮期

を受持ち学習成果が上がるように独自の工夫

をしていたc その結果、到達壌には差がなか

ったと推察された。
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V.本語究の臨界と課題

1.教育機関別の囲収率にばらつきがあり、必

ずしも各教育機関の実態を反映していると

はいえない。

2.本調査は平成23年渡的魅続実習を対象と

しており、指定融粧正内容が反映されてい

ない可能性を含んでいる。

3.継続実習の有無と卒業時の到達度に差が

出なかったことについては、回答した大学は

継続実習に代わるものとして多くの工夫を

していたことが背景にあると推察された。

4. 助産学実習のうち継続実習だけ取り出し

て評価することに限界があると考えられる。

今後の課題として継続実習の評価指標につ

いても検討していく必要がある。

VI.結論

1.大学の 15.2ヲもは継続実習を実擁していな

かったむ実羅校と来実擁読の卒業時的到達

度iこ差は無かった。その要因として、

施校は妊)娠期の襖数事例の受け持ちゃ、分

娩介助ケースの産権期の受持ちなど独自の

工夫をしていたためと推察された。

2.受け持ち告書蛤は、大戦ま 57.6'拡が註鋸末

期であり地の教育機関は、蛙娠中期と末期

がほぼ半数ずつで、あった。立:H辰中の保健指

導回数はいずれも 5回前後であり、背景に

は事例確保と持撞指導案騒の囲難さがある

ことが推察されたの

3. 継続事例の分娩介助時期は、 4~6 例目が

最も多かった。継続事例iの分娩介助時期は

教育機関の方計、実習施設との調整、介助

のタイミン九グ金どが背景にあると推察され

4.継続実習の工夫は、妊娠期の保健摺導と

対象者選定、分娩期の待機体制、そして産

持期の家庭訪問が多かった。

5.継続実習の課題i土、実習擁設の確保、教

員の不足、対象者の確保であった。
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表 1 教育機関別学生数と継続実習内容

教育機関
大学綜 大学 専攻科・短大・専門学校

n霊童 (n = 2) ( n = 33) ( n = 32 ) 

裳生堂主(人) 中急憧{盆小ー盤大] 18.5 (6-13) 7 ( 2-23 ) liJ自由121
あり 2 (100.0目) 28 (84.8唱) 32 (100.日目)

継続実習の有無 なし 。 (0.0弘) 5 (15.2再) 。 (0.0弘)

盤国釜 Q..JQ，Q事j 。 (0.0%) o (0.0弘)

1例 。(日目的 24 (72.7覧) 25 (78.1覧)
事鋭敏 2例以上 2 <199%) 4 (12.1目) 7 (21.9弘〕

畿圏釜 告{官.0%) 5 (15..21量〉 。{也車事)

事事産婦 申 (0.0詰) 自(18.2却 12 (31.5事}

事例め内訳
経初怒度経国禄互管主婦いずれも湾

。 (0.0弘) 1 (3且事) 。(0.0%)
2 (100.0紡 20 (60.6幼 20 (62.5弘)

~ 自(18.2%) 0(0.0%) 

妊妓娠娠初中期期
。 (0.0%) 。 (0.0百) 1 (3.1%) 

受持ち隠始時期
1 (50特) 6 (18.2目) 17 (53.1%) 

妊幾嬢康末管期
1 (50再) 19 (57.昌弘} 13 (40.6出)
。 (0.0'同) 8 (24.2時) 1 (3.1出)

妊錘期の録鍵指導盤整 中央鐘i最小ー最大) 5.8(2.5】自} 4.5 (0-10) 5 (.且5】1且}

1叶鋼製 1 (5自前 4 (12.0量} 5 (15，車検

47例~6目i務以母上 。 (0.0%) 15 (45.4'幼 17 (53.1耳)
分娩介助の待費時 j (50%) 2 (8.1腎) 9 (28.1弘)

記長めていない 。 (0.0%) 2 (6.1出) 。(0.0部)

盤ruき o (0.0叫 10 (30.3出i illJ弘i
i邸慌時 。 (0.0弘〕 3 (9.1見) 2 (6.2弘〕

受持ち終了時期
1か月健診 2 (100弘) 19 (57.6弘) 27 (84.4紛

1か長田見主像主診以降 。 (0.0時) 4 (12.1見) 3 (9.4弘)

無盟関 。 (0.0略) 7 (21.2匹) 0(0.0%) 

表2 大学における継続実習の有無と卒業時の到達産

壊閤数(満点) 継続あり 継鏡なし υi直 p1車
n = 28 n=5 

蛙掘調 8 3.5 (0-8) .2 (0-8) 66.5 β57 

分説期 s 5.5 (1-8) 5 (1-8) 68.5 
事P

.93事

h 農韓親 A
6.5 (0-12) 7 (0四 12) 65.0 

J 新生理顛 。(0司君〉 1 (0-2) 38.0 .065 
家接 5 .2 (む-5) 2 (1-4) 告5.5

F 

.812 
継続 5 3 (0-5) 。(0-4) 36.0 

ダ 開。83

Mann-wnitn町のU検定

表 3 継続実習で工夫していること 4 継続実習を実権する上での課題

カテゴ日一 コ}ドおよびコード数 カテゴ宮一 コ}トごおよびコード数

-保龍指導時間的確保と調整14

-必ず品龍指導する 7
1.実習施設の確保 17(48，$%)

-実習施設の確保が難しい 11

ψ 実習施設が遣い6

1保健指導の翼施30(71.4%) -保撞指導を前もって準曲する5

-保健指導図書tを多くする2

敬一
eパ-)¥プラン、対章者時ニ-;;ずに却したケア丹謹告も2

t軽 -受持ちを早めiこ2

期 2 対象者由選定自(14.3悦)
-マダユテイクラスで宇生を紹骨 Z

-指導者と相談して既定1

-実習期間が限定される 8

ー妊婦健診、産後田家庭訪問は不可2

実
-実習施設によ哲学生のかかわPに差が生巴る 2

習
2.実習握設町方針・実習条件他 開ケアに差がある立

施
14(30枯〉 -教員が毎日引率することが議件2

設
調分換期は24時間対応が必要 1

-護持婦は休日も指導すること l

-学生の性格や対象者との梱性を考える 1 ，帯施設の指導が異なる 1

3 妊婦家庭訪問4(9.5%) -妊婦家庭訪問の実描 -指導者が不足2

4.指噂体制2(4.8%) 
-学生と教員部マンツーマン体制で行う 1

-可能な限り学生拡付訴b輔導者どの連披告図る l

3 指導者不足 4(11.4%) 命}施設に学生が事く、指導が負担 1

-指導者部信日変わる 1

制 λ臨時から吾持つ ~i 1 教員が不珪 1日〈初日%) -教員が不珪 19

ー学生と教員長マンツーマ、ノ体言語でITう昌 -カ羽キュラムの関保上、挺続期間かかわりが簸しい6

卦 1・分娩待機体制20(46.5%)
-膏関.:1:曜日曜日も指導にあt品目

-待機室で宿泊して待機する2

娩 -オンロール昨制をとっている2

槻 -他的分娩を担当せず待機簡勢をkる1

2‘実曹時衡の調整12印刷) -分娩期的実習時閣の調整12

3也対車者音優先したケア e継続事例の分娩介助在最優先して1rう9

11(25.6首位 -パースプラン、対車昔のエ-;;1'1こ郎L.it.!r7ifJ提供2

1 家庭動簡の実施20(:秘書%) ，寧庭訪濡を実施している20

麗 -縛痛と訴生児0)鑓歳診査時実績 11
持 2 車持期の'J'"17(27.9%) 

‘保徳指導の実績8

期 3.案習時E自の欝l[l試21.3陥) .~韓の鶴静・保陰liî噂時照的確保 13

4 産桂L!呪穣診11(18.0%) -産桂 I 語、丹億静I~立金う 11

苦主
2. 主題習時間的確弔問~3 1.ß%) -カ Pキュ予ムの都合上、継続実習の時間確保治埼重しい呂

'講義と研究どの調整が離しい 3
背

-指導の量担が大きい 8
機

関
a実習施設が速い l

3 教員の負担 7(18，4%) ー継続実習と各期実習を並行して指導する l

-担当学生数が事い 1

-勤務時間の延長 1

実
-ハイ日スクが轟く対読の確保が難しい7

φ 実習期間内には対象者が少ない5
習 L 対象者的確保 17部丘3%)

-分娩件数が減少してお相対象者の磁保が援しい4
対

象
家庭訪問を拒否される 1

者 2.対謀者の同意9(34.6%)
| 対象者の問叩れ以い7

-対象者の家族の間意が得られにくい2
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